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第 1章
はじめに
研究の目的
学校図書館が現在直面している問題の原因を探るために，日本の学校図書館のルーツである占領
期の学校図書館史を検討することを考えた。先行研究としては，中村百合子*1があるが，専ら学校
図書館の制度構築検討に割かれており，実践や学校教育との関わりでの検討が不十分である。本論
文は先行研究で検討されていない観点から，占領期において学校図書館にどのような問題が発生し
ていたのかを確認すること，そして今後の占領期学校図書館史研究における基盤を整備することを
目的としている。
本論文においては，アメリカの 20世紀初頭の学校図書館制度や学校教育実践について，以下の
3点を検討し日本にもたらされたモデルは何かを検討する。
1. 学校教育における教育目標
2. 学校教育実践における学校図書館の活用
3. 学校図書館を運営する職員
その上で，日本の占領期の教育改革を対象に，アメリカからどのような制度が導入されたかを明ら
かにする。そして，日本側の 1～3についても同様に検討した上で，日本の学校教育実践における
学校図書館の位置づけについて明らかにしていく。
本論文の対象ならびに範囲について
本論文の対象ならびに範囲については，アメリカが 1900 年から 1945 年，日本が 1945 年から
1953年を対象とする。アメリカは学校図書館専門職がおかれ，学校教育における学校図書館の活
用が始まってから，日本の占領期に関わるまでの時期である。日本は占領政策が始まってから，学
校図書館法成立によって，日本の学校図書館制度の構築が一応の区切りを見せた時期である。
なお本論文では，下記の 3 点の理由によって戦前期の学校図書館史については触れないことと
*1 中村百合子. 『占領下日本の学校図書館改革：アメリカの学校図書館の受容』慶應義塾大学出版会, 2009.
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した。
1. 占領期に学校図書館がどのように導入されたか，結果を検討する事が主要な目的である。
2. 戦前期の学校図書館史研究を踏まえることで，学校図書館の存在が過度に強調される。
3. 文部省で制度改革の中心となった深川恒喜は戦前の学校図書館制度に関わっておらず，深川
の考え方の素地にあったのは占領期以後のアメリカの学校図書館の文献である。
本論文では，学校図書館，教育課程，教育方法について下記のように定義する。
学校図書館: 小，中，高等学校に設置された図書館（日本の学校図書館法の定義に準じている）
教育課程： 学校教育の目的を実現するために文化内容から選択した内容を児童生徒の心身の発達
に応じて組織化・排列した教育内容の全体計画と活動*2
教育方法： 教育内容，学習形態，教授組織，教育メディア，学校経営，生活指導，学習の時間・
空間，さらには授業評価なども全て含み混むもの*3
学校図書館史としての本論文の意義
日本においても，アメリカにおいても，長期にわたる学校図書館史は研究として取り組まれてこ
なかった。後述する学校教育史では，同様の占領期に対するアメリカの影響について，既にインフ
ラとなる基礎的な歴史研究は提示され，それらのインフラに基づいた多様な研究が行われている。
ところが学校図書館史の分野では，日本，アメリカの双方において基礎的な歴史研究が存在しな
い。議論や研究の土台となる基礎的な歴史研究が欠けていることは，単に現在の問題を考える上で
の材料の欠陥となるだけでなく，中村や國枝が指摘したような本格的な研究や，\学校図書館存立
の基盤を明らかにする"研究の不足を招いているとも考えられる。そこで本論文では，長期にわた
る歴史研究を行い，今後の学校図書館史研究における，議論や研究のインフラとなるような知見を
提示したいと考えている。
学校教育史としての本論文の意義
学校教育史の先行研究では，学校教育の目的や理論，教育内容については，盛んに取り上げられ
ているものの，学校図書館との関係について触れた研究は少ない。例えば，ラヴィッチの研究では，
進歩主義教育の実践例としてあげられる私立のリンカーンハイスクールが \「書物中心の」学びを
止めるという進歩主義の美辞麗句とはうらはらに，生徒は優れた文化の中でも最高のものに絶えず
接していた"ことを示す材料として，図書館には注意深く選択された図書が備えられ，生徒は \優
*2 今野喜清 「教育課程」，安彦忠彦・新井郁男・飯長喜一郎・井口磯夫・木原孝博・児島郁宏・堀口秀嗣（編）『新版現
代学校大事典』，Vol. 2，ぎょうせい, 2002, pp. 170{171.
*3 水越俊行. 「教育方法」，日本教育工学会（編）『教育工学事典』，実教出版, 2000, pp. 161{163.
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れた文化の中でも最高のものに接していた"と挙げられているが，それ以上の記述は無い*4。それ
以外の学校教育史の先行研究では，学校図書館について詳述したものは管見の限り見当たらない。
今回対象とする占領期教育史については，既に多くの知見が提示されているが，占領期教育史で
はなく教育史全般の研究に目を向けた場合，複合した分野や観点を組み合わせた研究については，
既存の研究と同じレベルで充実しているとは言えない状況である。よって，単に学校図書館史や学
校教育史だけを独立させた研究ではなく，双方の分野から対象を検討しようとすることで，占領期
教育研究においても研究の余地は残されていると思われる。
*4 Ravitch, Diane (2008) 『学校改革抗争の 100 年|20 世紀アメリカ教育史』, 東信堂.（原題 Left Back: A
Century of Battles Over School Reform. 末藤美津子, 宮本健市郎, 佐藤隆之訳）, p. 191{192.を参照
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第 2章
アメリカにおける 20世紀前半までの学
校図書館制度および理論
要約
本章では，占領期の日本でモデルとされた 19世紀後半から 20世紀前半までの，アメリカの学校
図書館制度や理論の歴史について，文献を用いて検討する。特に，\学校教育における学校図書館
の活用"，\学校図書館を運営する職員"，以上 2点に着目して検討を行う。これにより占領期日本
の学校図書館改革で参照された，アメリカの学校図書館について制度や理論の面から確認すること
ができると考えた。
検討にあたってはまず，学校区における \library" 設置の動きを検討した。これにより，19 世
紀に生徒が利用できる図書館の設置の動きがあり，地域による差はありながらも，各種の学校には
Libraryが設置されていたことを確認した。
次に，初期の学校図書館専門職の養成や配置について，養成や運動団体の発足といった条件整備
に関して確認した後，1900年から配置されていった初期の学校図書館員の紹介と，これら学校図
書館員が学校図書館をどのように考えていたかを紹介した。
そして，20世紀初頭（1910年代まで）のアメリカ南部における学校図書館整備状況について当
時の文献から確認した。南部においては学校図書館の設備自体は存在したものの，レファレンス資
料や教科書が揃っていない，教諭用の専門的な用途には適さないといった報告が見られる。また，
サーテンによる 1900年時点でのレポートでは，蔵書数，学校あたりの図書館の設置割合について，
北大西洋部に比べて，南部（南大西洋部，中南部）の方が劣っていたことがわかった。
1920 年に ALAが採択したセカンダリースクール向けの学校図書館基準であるサーテンレポー
トでは，「設備や道具」「図書館員」「系統だった選書と本やその他の資料の扱い」「図書や図書館の
利用についての指導」「年間予算」「州の学校図書館に対する監督」といった 7項目の勧告が行われ
ている。これらの勧告に基づけば，学校図書館は次のように定義される。まず，認定された図書館
学校で 1 年の教育と 1 年の現場経験を積んだ SL を配置する。次に，学校図書館では資料を開架
にしてアクセスしやすいようにする。また，様々な教科に対応する多様な資料を備えておく。そし
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て，1年間に最低 3回以上英語の時間を利用して図書館教育を行う。以上の 4点を満たす場所であ
ると定義されている。
サーテンレポートの公表後，1925年にはエレメンタリースクールに対する基準も提出され，\エ
レメンタリースクールの学校図書館の定義"では，学校図書館の目標として，児童が価値あるもの
を読むことを好きになり，教科書以外の本を使用できるようになることが目標として掲げられてい
る。その上で，学校教育の一環として学校図書館が存在していることが強調され，必要不可欠な蔵
書については，貸出用の図書よりも，レファレンス資料を重視すると書かれていた。学校図書館員
の定義については，地位が教員と同等で，学校教育と図書館に関する経験や資格を持った人と位置
づけられ，質を保証するために 5つの要素が定められ，3つを満たすことが求められた。
また，全米の図書館専門職養成に影響を与えたと言われるウィリアムソン・レポートでは，図書
館学校における学校図書館に関する講義時間がわずかであることを指摘しながら，図書館学校だけ
でなく，教員養成機関での専門職養成を考慮した規定を提示している。
1920年以前の南部においては，図書館の基準作りや学校図書館予算の支援といった制度的な支
援については立ち後れていた。1926年になってようやく，ジュリアス・ローゼンウォルド財団によ
り，学校や学校図書館の改善を目的とした資金援助が行われるようになった。1929年には SACS
によって，学校図書館基準が提示された。同基準の達成状況については，1930年にキャンベルに
よって調査が行われており，それによれば，\本，定期刊行物，雑誌について"や \図書館員につい
て"など，図書館に関する各種基準について，全く満たさないハイスクールも数多くあったと報告
されている。この点から，SACSの基準は現状を追認する形の基準ではなく，あくまでも高い水準
の基準を定めていたことが窺える。
1930年代になると，学校図書館を対象とした理論書が出版されるようになる。代表的な著作と
してはファーゴの Library in the School が挙げられる。同書は，アメリカの学校図書館界に大き
な影響を与えただけでなく，日本の戦後初期における学校図書館の形成にも影響を与えた資料であ
る。同書は 14章ならびに図書館学校のリストから形成されている。序文でファーゴは場所，個別
の学校への適応，学校組織への適応，教育方法への適応の 4つの観点から，学校という建物の中で
図書館サービスが行われるべきだと示しており，そのサービスは学校の環境に合わせて計画的に行
われ，グループ活動だけでなく，個人活動においても適応可能であるべきだとしている。こうした
前提に基づき，ファーゴは学校図書館設置の理念や学校図書館とスタッフを取り上げた章におい
て，次のように述べている。まず，学校図書館設置の理念の箇所では，新しい教育の原理を理解す
ることが重要であるとしながら，図書館サービスを提供することで学校のカリキュラムを豊かにす
ること，学校の教育活動のために図書館資料を収集し，組織化することなど 7つの学校図書館が行
うべき役割を示しながら，教科書以外の教材の充実が必要であることが強調されている。また，学
校図書館員とスタッフの箇所では，サーテンレポートや SACSの基準で示されたような，カレッジ
卒業とともに，図書館学校での訓練や学校図書館の業務経験といった条件が示されながら，基本的
には SLを配置し，200名以下のセカンダリースクールに限って TLの配置を認めるという表現が
行われていた。
こうした理論書が出されていた 1930年代において，連邦の調査によれば，Librarian，TL，校
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長のいずれも，学校図書館は \カリキュラムを豊かにし，参考資料を提供"し，\余暇の時間を有意
義に過ごすためのサービス"を行うという場所だと考えられていたが，設備面で不備や不足がある
学校が約半数あることが結果からは示されていた。理念は提示されながらも，それに対する人材や
設備面の不足がありながら運用されていたというのが実態であった。
人材や設備面を補う動きとして，1930年代の南部では，Rockefeller財団による資金援助によっ
て，各週の教育委員会が学校図書館担当の指導主事を配置していた。指導主事は，学校図書館の基
準の策定，州内のハイスクールの図書館支援，広報活動，十分なサービス提供のための予算獲得活
動の 4点を実現するために置かれていた。
指導主事が置かれていた南部のうち指導主事の設置が早かったノースカロライナ州とヴァージ
ニア州の取り組みを確認していくと，ノースカロライナ州は 1930年当時の調査では，本，定期刊
行物，雑誌の基準や，図書館員についての基準について，達成できていた学校は半数以下であった
が，1942年までに基準は達成されていった。ヴァージニア州は 1930年当時，図書資料は基準に達
しながら，図書館員については基準に達していない学校が半数以上であったが，1945年の調査で
は改善の傾向が見られた。このように，南部の指導主事の設置が早かった州では改善の傾向が見ら
れていた。しかし南部全体で取り組みが進んでいたとはいえず，例えば学校図書館担当の指導主事
が置かれていなかった 6州では学校図書館員の基準すら作られていなかった。
20 世紀前半までのアメリカの学校図書館制度や理論を検討した結果，以下の知見が得られた。
まず，\学校教育実践における学校図書館の活用"については，学習基準や理論書において，学校の
カリキュラムや，教育活動に対応するために，次のような場所であることが望ましいと定義されて
いる。具体的には，教科書以外の教材を充実させた多様な資料を備える場所であるという定義や，
価値あるものを読むことが好きになる，余暇の時間を有意義に過ごすサービスを提供するといっ
た，読書の場としての定義も行われている。
次に \学校図書館を運営する職員"については，図書館学校での教育を受けて現場経験を積んだ
SLが担当することが想定され，教員と同等の地位を認めようとする基準も見られた。教員が図書
館の業務を担当する TL については生徒数 200 名以下の小規模のセカンダリースクールに限定し
ておく職種だと考えられていた。
このような学校図書館の基準に対して，20世紀前半のアメリカでは決して基準を満たした地域
ばかりではなかったが，アメリカの南部では，財団による資金援助により，学校図書館担当の指導
主事を配置するなどして改善を行おうとしていた。日本の占領期に参照される段階では，アメリカ
の学校図書館制度や理論は，理想とされる基準を掲げながら，それを満たそうと改善の動きを見せ
ていた段階だった。
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第 3章
アメリカにおける 20世紀前半の学校カ
リキュラム改革
要約
本章においては，学校教育実践の面から学校図書館を検討するために，20世紀前半にアメリカで
展開された進歩主義教育やカリキュラム改革の動きにおいて，学校図書館がどう取り扱われたのか
を検討していく。特に，\学校教育における教育目標"および \学校図書館実践における学校図書館
の活用"の 2点に着目して検討を行う。これにより，占領期日本の学校図書館改革で参照された，
アメリカの学校図書館について学校教育の実践の側面から確認することができると考えた。
19世紀末から 20世紀初頭のアメリカにおいては，資本主義経済の発達や，大規模農場における
農業機械の導入によって，産業社会が到来した。産業社会で働くためには高い知識や技術が要求さ
れることから，より長い教育期間が必要とされ，公立ハイスクールに対する需要が高まりつつあっ
た。また，「義務就学法」が各地で成立し，学校教育の土台が整いつつあった。
こうして設置されつつあった学校教育の \典型的な"公立学校では，機械的に英単語のスペルや
黒板の文字を復唱することが行われていたが，一方で，\生徒の多様化"，\学校の能率化への要求"，
\個別化・個性化のための改革"によって，それまでの学習方法によらない新しい教育を行おうと
する気運が高まりつつあった。
新教育への気運が高まりつつある中で，20世紀初頭のシカゴでは教師採用者が少なく，教師の
質が劣っていること，旧式で不合理な教育方法が採られていることが問題になっていた。ジョン・
デューイが 1896年に設立した実験学校はこれらの問題に対応し，教育の停滞の打破を図ろうとす
るものであった。
ジョン・デューイの理論によれば，\児童の興味に基づく自発的学習"を行おうとする「児童中心
主義」，\学校が社会の問題を学びその改革の方向を探求する"「学校の社会化」こそが，学校教育に
とって必要な要因であったという。この理論に基づき，作られた実験学校では，4歳から 13歳ま
でを 3つの期に分けて，授業が行われた。実際に行われた授業では，特定の教科を学ぶというわけ
ではなく，学習活動の中で必要とされる活動が随時加えられながら，授業が展開されるようになっ
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ていた。
実験学校における学校図書館の位置づけについては，同校についての講演録『学校と社会』に記
されている。具体的には校舎の配置を描いた第 3図において，学校図書館は 1階部分の中心におか
れ，\各種知的資料の集成"として，\諸々の経験，諸々の問題，諸々の疑問"を持ち寄って，それ
らについて論議する場所とされていた。また，図書館に関する記述ではないが，2階部分の博物室
でも芸術・科学と産業の統合を進めるために，多様な資料を備えておくと記されている。
1910 年代から 1920 年代にかけては，アメリカの各地の学校で「職業教育や生活教育の実施」，
「教育学への科学の適用」，「多様な子どもへの教育提供」，「急進的な民主化」といった要素を含ん
だ「進歩主義教育」の取り組みが行われるようになった。全米教育協会の 1918年のレポートにお
いても，知識を実生活へ適用するという方向性を追認した記述が見られる。
そして，1910年代から 1920年代にかけて行われた実践のうち，特徴的と思われる事例を 3事例
検討した。プロジェクトメソッドによる実践では，生徒の話し合いや周りで起こったことから導き
出された活動を中心に授業が展開されていた。こうした授業ではインタビューや様々な書籍，紀要
のコピー，スライドなど多様な資料が必要とされていた。実験を実施したコリングスによれば，実
践を行う学校では，物語や説明文など種類に富んだ本や紀要が備えられた図書館が必要とされて
いた。
プラットが設置したニューヨーク州の CaCS では，教材を児童の活動から生じさせ，「町作り」
の実践では，ニューヨーク市の模型を教室内に展開するという活動が行われていた。活動の報告書
そのものでは，学校図書館は登場しないものの，プラットの回想録では，7歳の 12月から学校図
書館を利用して読書する時間が設けられ，図書館員が本を選んだり読んだりするのを助けていたと
いう。また，図書館が彼らのニーズに合っていれば \本の中にある特定のトピックについて研究を
始めることができる"と，調査研究のために学校図書館を使うことも必要であると，回想録の中で
は指摘されている。
コロンビア大学の実験学校として設立されたリンカーンスクールは，コリングスの実践や CaCS
の実践とは異なり，児童の活動だけでなく，教科によって教えるべき内容が規定される場合もある
実践である。具体的には「興味の中心」を定め教材と活動の単位とする「作業単元」に基づき，主
に社会科単元と，基礎的な読み書きなどを教える分化学習によって，1日のカリキュラムが構成さ
れていた。例えば \China" という単元では，学校図書館を \疑問を解決するための情報を得る場
所としてだけでなく，楽しみを得る場所である"という実際に行った活動を示唆する内容が記載さ
れていた。また，同実践の報告書では，\学校図書館は学校の中央に配置され，現在の興味関心に
沿った展示，容易にアクセスできる開架式の書架を備え"る設備と示されていた。
1930年代までは公立学校では進歩主義教育は盛んではなかったが，世界恐慌をきっかけに学校
教育の目的を見直す動きが起こり，「社会的効率主義」，「子ども中心主義」，「社会改造主義」，「社
会適応主義」の 4つの系譜に分類されるカリキュラム改定運動が起きた。1930年代以降の日本に
も影響を与えたと言われる，カリフォルニア州やヴァージニア州の学校教育改革案であるカリフォ
ルニア・プログラムやヴァージニア・プログラムは，こうしたカリキュラム改定運動の一環として
取り組まれた実践である。
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カリフォルニアプログラムでは，\子どもが様々な経験や幅広い知識を獲得するといった目的を
達成するための大きな学習場面"を設けるために，\生活と密接に関連しているか"といった 8つの
基準に沿って「活動単元」が設定されている。実際にベンチュラ郡で取り組まれた単元「日本につ
いて知ろう」では，参考資料の検討，日本の子どもへ手紙を書く活動，着物で使われる絹の性質の
学習など様々な活動が展開されていた。カリフォルニア・プログラムでは，1930年版指導書では，
独立した図書館は置かれていなかったものの，その重要性を触れた箇所が見られる。その 6年後の
1936年版指導書になると，独立した学校図書館を設置する必要性が 1930年版指導書よりも強調さ
れており，単に読書活動や資料を備える役割だけでなく，カリキュラムと連動して「普通の授業に
は含まれない数多くの重要な点を学習することを促す」場としての役割も担うようになっていた。
ヴァージニア・プログラムでは，「社会適応主義」に基づくカリキュラムが指向され，社会的機
能と興味の中心を組み合わせた総合学習を展開していた。そして，総合学習だけでは扱いきれない
知識や技能については，「分科課程」と呼ばれる教科教育の時間で扱われていた。このような中で，
学校図書館は 1934 年版のコース・オブ・スタディで \カリキュラムを活性化するのに役立つ"施
設であり，\子どもたちに情報そのものの見つけ方を教える"ことが主要な目的だと定義されてい
た。1943年版では表現自体は変わっているものの，同等の記述が見られた。そして，全ての時期
において「分科課程」で身につけるべき能力が能力表として示されているが，この「国語」あるい
は「社会科と国語」で図書館利用教育に関連すると思われる能力が列挙されていた。
20世紀前半のアメリカで展開された進歩主義教育やカリキュラム改革の動きにおいて，学校図
書館がどう取り扱われたのかを検討した結果，以下の知見が得られた。
まず，\学校教育における教育目標"については，ジョン・デューイの提唱した「児童中心主義」，
「学校の社会化」の理念が前提とされ，1918年の全米教育協会のレポートでは，デューイの理念に
加えて，知識を実生活に適用することが目指されていたことが分かった。こうした前提の元，進歩
主義教育の実践では，児童・生徒の活動や興味に基づいて教える内容を構築する事例がある一方
で，児童の活動だけでなく教科によって教える内容を規定する事例が存在した。これらに相違はそ
れぞれあるものの，児童・生徒の興味や活動を教育内容へ反映させようとする点では共通してい
た。日本に影響を与えたカリフォルニア・プログラムでは，子どもが様々な経験や幅広い知識を獲
得する目的から新しい教育を行おうとしていた。
次に，\学校教育実践における学校図書館の活用"については，学校ごとの実践で多少変わるが，
学校図書館が授業の中で参考資料を得る場所として位置づけられていた事例は多かった。また，全
てではないが学校図書館が読書の助けとなるような施設として位置づけられている例も複数存在し
ている。
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第 4章
占領下教育改革とアメリカの影響
本章では，占領期の日本における学校教育制度および学校図書館制度の改革について概観した上
で，これらの制度改革においてアメリカの文献資料がどの程度参考にされたのかを検討する。本章
では，第 2章，第 3章を踏まえて \学校教育における教育目標"，\学校教育実践における学校図書
館の活用"，\学校図書館を運営する職員"の 3点に着目した上で，\学校教育や学校図書館に関し，
日本占領期にアメリカから導入された制度"についても検討を行う。これにより，1945年までのア
メリカで形成された学校教育及び学校図書館の制度が，日本にどのように影響を与えたのかを明ら
かにすることができると考えた。検討の結果，以下の知見が得られた。
まず，占領下教育政策の構築を検討するために占領後の文部省ならびに CIEの動きについて，両
者が出した政策文章を元に検討した。1945年のポツダム宣言では民主主義的傾向の復活傾向強化
に対する一切の障礙を除去することがうたわれた。ポツダム宣言は，教育改革の実施を迫る文章で
はないが，占領軍が行った様々な改革の中には教育改革も含まれており，日本の教育は占領をきっ
かけに大きく転換を迫られることとなる。
占領直後の文部省は，文部大臣の前田多聞が「新教育建設の教育方針」の中でうたったように，
戦時的な教育訓練を一掃しながら，新教育方針に則った教科書の発行が宣言された。文部省内では
1945年 10月から 11月の間に，新教育に対応するための会議が断続的に行われ，教師が自発的に
創意工夫を行う余地を認め，生徒が自由に取り組む「自由研究」という時間を設けることで，画一
教育の弊害をなくすべきだと提唱されている。
アメリカを中心とした連合軍総司令部では，占領前から占領政策について検討が行われていた。
1944年 1月 5日には，アメリカ国務省に当面の政策審議を行う政策委員会と戦後政策の立案・審
議を行う戦後計画委員会が設置された。戦後計画委員会で承認された PWC 文章は国務省の公式
見解と見なされる文章で，教育に関する文章も含まれていた。PWC文章における教育改革の見解
としては，教育における軍国主義の廃絶が繰り返し記述され，教科書の転換や，カリキュラム改
革を迫る内容が記載されていた。こうした占領前に決定された政策に基づいて，CIE の占領政策
は形成されていくこととなる。CIEの組織は教育課をはじめとする 5つの部署で構成されていた。
占領時の CIEは文部省への助言と提案を行うという形式で占領政策に関与していた。なお，根本
的かつ拘束力を伴う命令については CIEが検討し，GHQが発令する形式となっていた。実際に，
11
GHQが教育に関して出した 4つの指令は，軍国主義や極端な国家主義の排斥，教科書や参考書か
らの神道の教えを除くことや，修身科・国史科・地理科の中止についての指令であった。
1946年 3月には，米国教育使節団が来日した。使節団は，教育，宗教，日本文化，施設に関する
事項について援助，助言をすることを目的としていた。日本滞在中に作成された教育使節団報告書
では，様々な教材を用いた教授の自由について保障するべきとされた。そして，望ましい実践の展
開には，学校図書館が備わっているべきとされていた。なお，米国教育使節団報告書の来日に合わ
せて，日本側でも「米国教育使節団に協力すべき日本側教育委員会」が設置されている。同委員会
は 1946年 4月に報告書を文部大臣に提出しているが，教材や学校図書館についてほぼ同様の記述
が行われていた。
米国教育使節団の報告書を受ける形で，1946年 5月には文部省から『新教育指針』が出された。
『新教育指針』の第一部前編「新日本建設の根本問題」では，教育制度の民主化，教育内容へ民主
主義を取り入れることなどと並んで，「自主的・共同的な生活及び学習の訓練」が挙げられ，学習
のあり方として自ら問題を発見し解決する態度とともに「討議法」による教育方法が提案されてい
る。第一部後編の「新日本教育の重点」の「個性尊重の教育」では，教材の性質や分量について，
個性に応じた多様な教育の用意が必要であるとしている。そして「公民教育の振興」では，「討議
法」を取り入れた教育を行うこととされ，\各自がよく調べたり考えたりした上で発言すること"
と書かれている。また，第二部「新教育の方法」では，既存の教育からの転換が宣言され，図書館
を学校教育において活用することが明記されていた。1947年には学校教育法施行規則が制定され，
第一条では学校が備える設備の一つとして，\図書館または図書室"を規定しており，児童・生徒の
自由研究と教員の研究を行う施設と考えられていた。
次に，学校教育のカリキュラムの指針を定めた学習指導要領について検討を行った。1947年版
の学習指導要領一般編（試案）は，あくまでも「試案」とされており，教員がカリキュラムを自由
に編成することを認めるようになっていた。そして，児童生徒の自発的な活動によって個性を伸張
する「自由研究」の時間が設定されている。また，第四章の三「具体的な指導法はどうして組み
立てるべきか」では，好奇心を満足させる活動として児童図書室といった施設が挙げられている。
1947年版学習指導要領（試案）国語科では，一般編と同様に試案であることが強調されながら，教
科書以外の教材を用いる項目が見られ，中学校段階になると学校図書館を用いる活動が見られるよ
うになった。1947年版学習指導要領（試案）社会科では，民主主義社会の建設のために教育を行
うことが宣言されており，自分で種々の情報を集めること，討議して学習を進めること，資料を集
めることが明記されている。その上で，第 7学年から第 9学年を対象とした社会科編（II）では，
あらゆる種類の教材を確保するための方法として学校図書館を充実すべきだと書かれていた。
1951年版学習指導要領は，1947年版に比べ全体として説明が詳細になり，教師の具体的な手が
かりとしての性格を強めたものとなっている。学習指導要領一般編は，引き続き教師の研究を促す
内容となっていた。学校図書館に関する記述としては，一般編「第五章　学習指導法と学習成果の
評価」での記述が挙げられる。この章では，多様な各種の指導法を用いるべきだとされ，具体的な
記述の中で \学校図書館をじゅうぶんに活用することなどは，児童・生徒の経験を豊かにする上に
欠くことができないであろう"と記載されている。
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1951年版の学習指導要領において，小学校段階については次の通りとなっている。まず，国語
科編（試案）改訂版では，言語活動として「聞くこと」，「話すこと」，「読むこと」，「書くこと」の 4
つの言語活動が提示されている。4つの言語活動のうち「読むこと」では，例として図書館を利用
する活動が挙げられている。そして，この活動例に対応する形で，第一学年から第六学年それぞれ
の学年ごとに，この例に対応した学校図書館に関する活動例が提示されている。次に，社会編（試
案）は大きな変更は見られず，引き続き様々な教材を使うように仕向けられていた。
一方，中学校段階においては次の通りとなっている。まず国語科編では，一般編で中学校段階が
\学校図書館の利用がじょうずになる"と書かれていることを反映してか，「読むこと」の言語活動
として，図書館を用いた場面が複数登場するようになってくる。社会科編 I 中等社会科とその指導
法（試案）では，小学校段階での多様な教材を使用するという点が踏襲されている。そして，学校
図書館については，読書活動との関連として登場している。ただし，国語科が読み方や読書そのも
のを扱う読書活動であったのに対し，社会科は必要な情報を得るための手段としての読書活動が提
示されている。以上，学習指導要領を検討した結果，\多様な教材を用いること"，児童生徒が \自
分で資料を集めること"という要素が提示され，学校図書館は読書活動を行う場として，また多様
な教材から必要な情報を得る場所として示されていることが分かった。
そして，占領期における学校図書館政策を確認した。まず，占領下において学校図書館改革が開
始されたのは，学校図書館に関する専門家招聘プログラム「エキスパートプログラム」からである。
このプログラムにより招聘されたメイ・グラハムは，児童書の現状把握，学校図書館の PR活動，
JOAKとの協力によるラジオ番組の製作といった活動を実施，日本の学校図書館実践者にも大き
な影響を与えた。「エキスパートプログラム」には，学校図書館に対する手引き書の作成も含まれ
ており，1947年より文部省の深川恒喜ら日本の専門家が集められ，アメリカの学校図書館概論書
を参考にしながら，『手引』の作成が進められていった。完成した『手引』では，学校図書館は \生
徒と教師に対して，調査，レクリエーションの双方からサービスする施設である"と定義され，新
しい教育にとって重要な設備であると定義されていた。ただし，カリキュラム上の位置づけは一部
の科目との関連を認めつつも，それほど多くの記述は見られない。また，学校図書館を担当する専
門家については，「司書」と「事務員」の 2つが定義され，教師の中から選ばれた人が「司書」と
して働くとされていた。この点は，教育歴や現場経験を明記することの多かったアメリカの SLや
TLとは大きく異なっている。
『手引』の作成と並行して，モデル図書館の設置，「学校図書館協議会」の設置が進められた。モ
デル図書館としては，東京学芸大学第一師範学校附属小学校が選定された。同校の報告書『小学校
の図書館教育』では，図書館カリキュラムや利用指導の方法だけにとどまらず，学校図書館を使っ
た単元についても全ての学年で複数教科の事例が示されており，活発な実践が行われていたことが
伺える。「学校図書館協議会」は，後の全国 SLAとは異なり，文部省内の組織として設けられ 16
回の小委員会を開き，「学校図書館基準」を策定し，1949年 8月に文部大臣に答申を行っている。
『手引』の発行後，文部省は伝達講習会として，千葉県と奈良県で伝達講習会を実施した。千葉
の伝達講習会では，東京代表の松尾彌太郎が学校図書館をまとめる全国組織の結成を訴え，これが
きっかけとなって全国学校図書館協議会が結成された。
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1948年秋からは，教育改革の動きとして教員に対する専門的な指導助言を行う「指導主事」の
養成が開始された。養成は CIEの指導の下で行われた講習会 IFELを通じて行われた。こうした
講習を経て各地の教育委員会には指導主事が配置されていった。1952年には，配置された指導主
事の有志によって，「全国学校図書館担当指導主事協議会」という団体が結成され，『学校図書館時
報』という機関誌を発行している。この機関誌は，指導主事館の情報交換の媒体となることを意図
していたが，有志で活動する限界もあってか，わずか 3号で休刊している。
以上の占領期における教育改革並びに学校図書館改革を確認した上で，これらの改革にアメリカ
や，アメリカで発行された資料の影響がどの程度あったのかを検討した。まず，1947年版学習指
導要領社会科編 I（試案）を検討した。学習指導要領社会科編 I（試案）では，影響の多少は指摘さ
れているものの，アメリカのヴァージニア・プログラムを日本で組み替えながら記載していた。
次に教育学者の倉沢剛の翻訳書『近代カリキュラム』を検討した。『近代カリキュラム』は，占
領期の教育運動であるコア・カリキュラム運動で参照され，啓蒙的な役割を果たした資料である。
『近代カリキュラム』は複数のカリキュラムの翻訳で構成されており，第 3章で取り上げたヴァー
ジニア・プログラムとカリフォルニア・プログラムについて見ると，まず，ヴァージニア・プログラ
ムは 1943年に発行されたヴァージニア・プログラムの抄訳を中心に記述が行われている。しかし，
学校図書館に関する記述の多くが省略され，第 4部 \General Teaching Procedures"の \library"
は本来，詳細な説明がなされていた項目にもかかわらず，『近代カリキュラム』では \library"とい
う項目名だけが掲載され，説明はされていない。また，\Using and caring for materials: Books"
は項目自体が存在せず，本と図書館の関係，職員についての記述は『近代カリキュラム』には存在
しない。このため，ヴァージニア・プログラムにおける学校図書館の位置づけについて，『近代カ
リキュラム』だけでは理解することが困難だったとも思われる。次に，カリフォルニア・プログラ
ムについては，1930年版の資料が入手できていないことから，他の資料を用いて説明を補う箇所
が見られ，概要の解説にとどまっている。学校図書館については，実際の単元例の中で登場するも
のの，学校図書館そのものがどのような施設であり，どのような機能を提供するところなのかにつ
いては，説明が行われていない。
占領期の学校図書館に影響を与えた『手引』も，アメリカからの影響が見られる。具体的には，
5冊のアメリカの学校図書館専門書が『手引』作成の段階で参照されている。例えば，第 4章第 2
節の「図書および図書館利用法の指導法」では，ほぼアメリカの専門書が翻訳されて掲載されてお
り，第 1章から第 2章にかけては内容は異なるものの項目や構成はアメリカの学校図書館専門書と
類似している。ただし，大半の章では日本独自の記述が行われ，日本の実情に合わせる記述が行わ
れていた。例えば，学校図書館の目的として挙げられた項目の中では \カリキュラムの要求に応じ
て資料を入手すること"，\個人的な目的やカリキュラムの目的のために必要とする本や資料をガ
イドすること"といった項目が抜け落ちていた。加えて，アメリカの学校図書館基準で示されてい
た，細かな数値基準が『手引』では明記されていなかった。『手引』は，アメリカで行われてきた
学校教育実践の蓄積がない状態で，日本の実情に合わせながら執筆が行われた。
以上，占領期における日本の学校教育および学校図書館改革を検討した結果，以下の知見が得ら
れた。まず \学校教育における教育目標"については，教師に対し自発的なカリキュラム編成を認
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めた上で，児童・生徒が自発的な活動によって個性を伸張する教育や，各自が種々の情報や資料を
集めて，問題を解決する教育が目指されていたことが分かった。
次に，\学校教育実践における学校図書館の活用"については，学校教育において活用すべき施
設だとされ，児童・生徒の自由研究や教員の研究や，好奇心を満足させる場所，あらゆる種類の教
材を確保するための場所といったように文献によって様々な記述が行われていた。なお，CIEと日
本側の関係者の協力で作られた『手引』では，\生徒と教師に対して，調査，レクリエーションの
双方からサービスする施設"と総括するような記述が行われている。
そして，\学校図書館を運営する職員"については，『手引』において，「司書」と「事務員」の 2
つが定義され，教師の中から選ばれた人が「司書」として働くとされ，アメリカの SLや TLとは
異なった定義が行われていた。
最後に，\学校教育や学校図書館に関し，日本占領期にアメリカから導入された制度"について
は，学校教育については CIEの改革や，米国教育使節団報告書によって，戦前の教育が否定され，
教育制度の民主化や教育内容へ民主主義を取り入れることが提示された。また，個性尊重の教育が
提示され，児童生徒の個性に応じた多様な教育の用意が必要であることが提示されていた。学校図
書館については，CIEによる学校図書館アドバイザーの指導によって様々な政策が行われたが，特
に『学校図書館の手引』では，米国の学校図書館専門書を参考にして執筆が進められていた。
しかし，どちらにおいてもそのままアメリカの制度を翻訳して伝えたわけではなく，日本側で組
み替えたり，別の解釈をして伝えた形跡が見られる。例えば，学習指導要領社会科編 I（試案）で
は，アメリカのヴァージニア・プログラムを日本で組み替えながら参照していたことが分かってい
る。また，『近代カリキュラム』では，ヴァージニア・プログラムやカリフォルニア・プログラム
を翻訳して日本に伝えた啓蒙的な役割を果たした資料であるが，学校図書館に関する記述の多くを
省略して伝えてしまっており，学校図書館とはどのような施設か，本と図書館の関係，職員につい
ての記述が抜け落ちていた。学校図書館の手引き書である『手引』も，一部の章ではアメリカの専
門書がそのまま翻訳されているものの，大半の章では日本独自の記述が行われ，職員についての記
述はアメリカのものと大きく異なっていた。また，学校図書館の目的として挙げられた項目の中で
は \カリキュラムの要求に応じて資料を入手すること"，\個人的な目的やカリキュラムの目的のた
めに必要とする本や資料をガイドすること"といった項目が抜け落ちていた。加えて，アメリカの
学校図書館基準で示されていた，細かな数値基準が『手引き』では明記されていなかった。
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第 5章
戦後新教育実践における学校図書館
占領期の教育改革において，学校教育改革のモデルとなったカリフォルニア・プログラムならび
にヴァージニア・プログラムは元となった文献がそのまま翻訳されて伝わったわけではなく，異
なった形で紹介，導入されていた。また，学校図書館改革についてもアメリカのものがそのまま導
入されるのではなく，日本の状況が反映されたり，独自の章が設けられるなどしていた。つまり，
文献で紹介された段階ではアメリカの状況と異なっていたわけである。
では，学校教育実践ではどのようなことが起きていたのだろうか。本章では占領期の学校教育実
践の報告書を検討し，占領期における学校図書館を中心とした学校教育実践と，占領期のカリキュ
ラム運動で著名であった学校教育実践の双方を検討する。前章と同様に \学校教育における教育目
標"，\学校教育実践における学校図書館の活用"，\学校図書館を運営する職員"の 3点に着目し，
これら 3 点について \アメリカの実践と何が異なっているか" について検討を行う。これにより，
占領期の学校教育実践における学校図書館の位置づけや，アメリカの実践とどのように異なってい
たかを明らかにすることができると考えた。
本章では，占領期の学校教育実践について学校図書館を中心に据えた実践だけでなく，当時隆盛
を極めていたカリキュラム運動の代表的な実践も検討対象とすることで，占領期学校教育実践での
学校図書館の位置づけをみていった。その結果，以下の知見が得られた。
まず，\学校教育における教育目標"についてである。学校図書館を中心に据えた 2校では次の
ような教育を目指していた。東京学芸大学第一師範附属小学校では，自ら判断し行動することが求
められているとする「学習の社会化」や，子どもたちに備わった潜在的な可能性の発揮や個性豊か
な人間に教育する「学習の個性化」が求められているとしていた。甲府市立南中学校では，\徹底
した平和主義の元に教養と生活力ある個人の育成"を求めていた。一方，カリキュラム運動におけ
る学校教育実践では，次の通りとなっていた。コア・カリキュラム運動の代表的な実践であった明
石附小プランでは教育を社会の根本的機能と考え，人間の生活過程を身につけさせることを目標と
していた。それ以外の実践においては，表現はそれぞれ異なるものの，社会情勢の変化によって生
じた課題に対して適応，対応できる能力や態度の育成や，子どもの自主性や個性を伸ばす教育とい
う点では共通していた。よって，実践によって強調点は異なるものの，学校図書館を中心に据えた
実践でも，カリキュラム運動における実践においても目指そうとしていた教育は，類似していたと
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いえる。
次に，\学校教育実践における学校図書館の活用"についてである。東京学芸大学第一師範附属
小学校や南中学校といった学校図書館を中心に据えた事例では，どちらも教科の中で設定された単
元に対して図書館を使って行う授業を行うこととされていた。一方，カリキュラム運動の実践につ
いて，明石附小プランでは，ヴァージニアプログラムを参照したと思われる能力表で，資料を活用
しようとする教育は見られるものの，学校図書館を活用した教育については，2つの単元を除いて
登場していない。また，カリキュラム運動における他の実践についても，学校図書館が必要である
ことが示唆されている事例は見られるものの，報告書を見る限りでは，資料を調べる際に学校図書
館が用いられたかは不明な事例が多かった。
そして，\学校図書館を運営する職員"についてである。東京学芸大学第一師範附属小学校では，
「司書教諭」と呼ばれる教員と事務助手が運営を担当していた。南中学校では，教員以外の学校司
書を雇おうとしていたが結局は教員の間から選出された「専任司書」が運営を担当し，生徒への閲
覧指導は「兼任司書」と呼ばれる別の教員が担当していた。カリキュラム運動では，「桜田プラン」
で児童が運営を担当する旨の記述は見られるものの，職員に関する詳細な記述を行った事例は見ら
れなかった。
最後に，\アメリカの実践と何が異なっているか"については，\学校教育における教育目標"そ
のものにはそれほど大きな違いは見られない。しかし \学校教育実践における学校図書館の活用"，
\学校図書館を運営する職員"は違いが見られる。例えば，学校図書館の用いられ方については，学
校図書館を中心に据えた実践では学校図書館が各授業で活用されることが明記されているものの，
カリキュラム運動といった新教育運動で取り組まれていた実践においては，学校図書館が用いられ
たか不明な実践が多かった。また職員については，カリキュラム運動においてはどういった職種の
職員が担当するか明記されておらず，学校図書館を中心に据えた実践では，アメリカが専任の SL
を前提としていたのに対して，日本では教員の中から担当者を決めており，アメリカにおける TL
が日本においては学校図書館の運営を担当していたことが分かった。
以上のような違いを抱えながら占領期の学校教育実践は展開されていった。もちろん，職員制度
の違いはあれども，学校図書館を中心に据えた実践では各教科と連携して学校図書館の活用が試み
られようとしており，こうした取り組みが浸透することでカリキュラム運動に取り組んでいた学
校に対しても，学校図書館活用が広がる可能性はあったと思われる。しかし実際には，占領政策が
1951年から転換していく中で，学習指導要領で明記されていた多様な資料や学校図書館が特定の
箇所のみに限られるようになった。それとともに，学校図書館関係者の中からも，学校教育に対す
る学校図書館の結びつきの弱さが指摘されるようになったことが明らかになった。
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第 6章
日米の学校教育実践における学校図書
館の位置づけ
これまで得られた知見から，本論文の目的で挙げた 4つの問題について解決していく。
まず「学校教育における教育目標」については，アメリカでは「児童中心主義」や「学校の社会
化」をベースに，児童・生徒の興味や活動を教育内容へ反映させようとする点では共通していた。
一方，日本では，児童・生徒が自発的な活動によって個性を伸張する教育や問題を解決する教育が
目指されていた。
次に「学校教育実践における学校図書館の活用」については，アメリカの新教育の実践では，い
ずれも学校図書館を用いて教育を行うことが明記されていた。日本では，学習指導要領や新教育指
針といった文章で多様な資料の活用がうたわれていたが，学校図書館の活用については，中心に据
えた事例でない場合は曖昧な定義しか行われていなかった。
そして「学校図書館を運営する職員」については，アメリカでは，School Librarianが前提とさ
れ，Teacher Librarianは小規模な学校での代替措置とされていた。一方，日本では当初専任の司
書を配置することが想定されていたが，最終的には，司書教諭という教員の一部が担当することが
定められていた。
最後に「学校教育や学校図書館に関し，日本占領期にアメリカから導入された制度」については，
学校教育も，学校図書館についてもアメリカからそのまま伝わったわけではなく，日本側で組み替
えたり，別の解釈をして伝えた形跡が見られる。日本独自の解釈をした理由としては，日本の事情
に合わせた導入をしようとしたことが考えられる。
以上の通り，占領期の学校教育や学校図書館の制度や実践においては，日本の事情に合わせた導
入や資料の制約といった問題から，日本独自の解釈が行われた。そして，学校図書館に関係を持た
ない学校教育関係者にとっては，アメリカにおける学校図書館の知見を知ることが困難である状況
だった。こうした背景の中，学校図書館が浸透する前に教育関係者の関心が冷めていったため，学
校教育における学校図書館の位置づけは確立しないまま，占領期の改革は終わっていった。
占領期日本に導入されたアメリカの学校図書館は，\学校教育に関わるさまざまな問題と密接に
関係して理論的な根拠を持とうとする機能体"として，各種の学校教育実践で重要な位置づけを与
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えられていた。本来であれば，占領期の日本でも同様の状況が起こる可能性はあったはずだが，現
実としては学校教育と学校図書館の間に十分な結びつきを得ることはできなかったのである。占領
期において結びつきが十分でなかった以上，その後の学校図書館実践において，学校教育の側の無
理解が指摘されるようになるのはほぼ必然であったと考えられる。
日本の占領期では部分的な変容をしながらも，アメリカの学校図書館が受容されたことは確かで
ある。しかし，学校教育との関わりについてはあくまで限定されており，学校図書館関係者以外の
学校教育の関係者にとっては，学校図書館実践とはどこか別個の存在であり，学校教育と関わりを
持つ施設であることが認識されていなかったのではないだろうか。
もちろん「桜田プラン」や「本郷プラン」で指摘されたように学校図書館が必要であると認識し
ていた関係者は存在しただろうし，学校図書館という言葉を用いずとも「川口プラン」のように，
\学校内にはどうしても児童向きの参考図書や地図標本を備えつけた研究室が欲しいと思う"とい
う認識をしていた事例も見られる。よって，本論文の知見のみをもって，即座に学校教育関係者の
認識がなかったと指摘することは叶わない。しかしながら，学校教育関係者と学校図書館関係者の
両者の理解において，認識のズレを生むような障害が存在したという点は，本研究の知見から提示
できるだろう。
本論文では，アメリカの学校教育実践における学校図書館の位置づけについて確認した。第 1章
において本論文の意義は，これまで学校図書館史の分野に欠けていた議論・研究のためのインフラ
を提示することであると述べた。残念ながら本論文では，学校教育における学校図書館について表
層的な部分を扱うにとどまった。しかしながら，本論文では学校図書館単体の研究に限定せず，学
校教育についても取り扱うことによって，占領期において学校教育も学校図書館も同じような教育
理念や目標を掲げていたことや，導入の段階で日本の状況に応じた解釈や変更が加えられ，学校図
書館を中心とした実践では学校図書館が活用される一方で，当時の新教育で著名な実践において
は，学校図書館が活用されるどころか学校図書館の存在さえ曖昧だったことが確認できたことで \
学校図書館存立の基盤を明らかにする"研究に対して，インフラとなる知見は提示できたと考えて
いる。
本論文では，学校図書館史研究において，個別の事例や狭い範囲の時代のみを扱うのでは無く，長
期的に全体像を明らかにし，今後の議論のためのインフラを作ることを目的として記述を進め，一
定の成果を得ることができた。しかし扱った題材によっては，表面的な紹介や記述にとどまり，詳
細な検討が行えていない箇所があった。例えば，下記の点については十分に検討ができていない。
1. アメリカの学校図書館について
 学校図書館基準を制定する段階で行われた議論について
 各種教育団体，組織が学校図書館をどのように捉えていたかについて
 アメリカ南部以外の州における学校図書館の状況について
2. アメリカの教育実践について
 本論文で検討しなかった教育実践事例ではどのように学校図書館が位置づけられてい
たか。
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3. 占領期の教育改革について
 占領期教育改革において，学校図書館以外の改革はどのように行われ，学校図書館改革
と何が異なっていたのか。
 教育改革を実施した CIE職員や教育使節団団員の改革に対する態度について
4. 日本占領期の教育実践について
 占領期の教育実践における，個々の教員の行動や態度について
まず 1については，学校図書館の各種基準が定められたことを確認したが，それらの基準が定め
られるまでの間にどのような議論や指摘が行われたのかが，検討できていない。加えて，各種教育
団体が学校図書館についてどのような考えを持っていたのか，どのような発言をしていたのかにつ
いても十分な検討が行えていない。また，本論文では占領期の学校図書館改革に影響が大きいと判
断して，南部を選択して検討したが，北部や中西部についても継続した調査が必要であろう。
次に 2については，進歩主義教育という新教育運動下での代表的な実践で学校図書館がどのよう
に取り扱われていたかを検討してきたが，佐藤学『米国カリキュラム改造史研究』では，本論文に
取り上げた事例以外にも教育実践が検討されている。これらの事例ではどのように扱われていたか
を検討することで，さらに精緻な検討が可能になるだろう。
そして 3については，本論文の第 4章で占領期の教育改革と学校図書館という観点で検討を進め
てきたが，学校図書館以外の施設や分野において，教育改革はどのような影響を与えたのか，そし
て学校図書館改革とは何が異なるのかについては，更に詳細な検討が可能であろう。また，今回は
CIEや文部省の流れについて，組織による改革を主に取り上げてきたが，本論文の一部で深川恒喜
の発言を取り上げたように，個人の動きに焦点を当てて評価をすることもできるだろう。改革の流
れについてより精緻に検討するためには，今後必要な研究だと思われる。
最後に 4については，本論文の第 5章で様々な教育実践やプランを検討してきたが，あくまでも
学校が発行した報告書が検討対象となっており，個々の教員の行動や態度については，明らかにで
きていない。実践において教員が何を考え，どのように行動してきたかは学校図書館でも一部研究
が見られるが，今後さらに研究が必要となるだろう。
これらの課題については，今後検討を重ねていきたい。そして，今回提示できた学校図書館史の
議論のためのインフラをさらに詳細にすることで，学校図書館とは学校教育の中でどのような位置
づけを持ち，どのように機能するべきかを提示していきたいと考えている（了）。
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